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アサヒグループ商業コミュニティ助成事業募集要領 

 

１ 趣  旨 

本事業は、東日本大震災により商業機能が喪失した地域や震災後の人口減少等により高齢化が加

速している地域において、日常の買い物を通して地域住民のコミュニティを構築する事業に対し支

援を行うことにより、震災後の地域コミュニティの維持・再生と復興まちづくりを推進することを

目的とします。 

 

２ 助成対象者 

助成対象者（以下「団体」という。）は次のとおりとします。 

(1) 商工会・商工会議所 

(2) 商店街組織（任意組織を含む） 

(3) 社会福祉法人 

(4) 一般財団法人又は一般社団法人 

(5) 特定非営利活動法人 

(6) 民間企業（福島県内に本社機能を有する企業） 

(7) その他主催者が認める者 

※ 申請の際には、申請書等の事業実施市町村への提供に関する承諾書（別紙１）及び暴力団等

反社会的勢力でないことの表明・確約に関する同意書（別紙２）が必要です。 

※ 次のいずれかに該当する団体は、助成対象外とします。 

① 政治活動、宗教活動を目的とする団体 

② 暴力団又は暴力団の統制の下にある団体 

③ 組織名義の口座を有しない団体（個人名義の口座しか有していない団体） 

 

３ 助成対象事業・事業区分 

次の事業に対し、各々に定める金額を上限にその全額を助成します。 

【Ⅰ事業】 助成額：上限２００万円 

地域住民の買い物支援を通じてコミュニティを維持、再生する事業 

【Ⅱ事業】 助成額：上限 ５０万円 

地域コミュニティの維持、再生、活性化のために商店街等において行う事業 

※ 助成事業の要件 

・ 実施団体の利益でなく、地域の利益になる事業であること。 

・ 事業に必要な関係法令を遵守するとともに必要な許認可を得ていること。（または許認可
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を得る見込みがあること。） 

※ １団体が、Ⅰ事業、Ⅱ事業それぞれに申請することも可能とします。 

※ 既存で実施している事業についても申請可能です。 

 

４ 助成対象となる事業実施期間 

令和２年 ４月 １日から令和２年１０月３１日までに支払いが完了する事業。 

 

５ 助成対象となる経費 

○ 人件費（事業従事者にかかる給与に限る。） 

○ 事務事業費 

会議費（会議に必要なお茶、会場代など）、旅費交通費、消耗品費、燃料費、光熱水費、印刷

製本費、謝金（専門家への謝礼など）、通信費、賃借料（家賃やリース代など）、備品購入費

（必要車両や什器の購入費用など）、その他事業に必要と認める経費 

※１ 事業の実施に要する経費のうち、直接その事業の実施に欠くことのできない経費（企画・

実施に係る経費など）を対象とします。 

※２ 助成対象団体の経常的な経費や、他の事業と区分できない経費は対象外とします。 

※３ 本事業により整備した施設及び設備の財産処分期間については、国の定める法定耐用年数

に準じることとします。当該期間が経過するまでは目的外の使用や他者への譲渡は認められ

ません。 

 

６ 助成金の申請 

助成を希望する団体は助成事業申請書（様式１）に、申請書等の事業実施市町村への提供に関す

る承諾書（別紙１）及び暴力団等反社会的勢力でないことの表明・確約に関する同意書（別紙２）

を添付のうえ、令和２年１月１７日（金）までに福島県に提出してください。なお、助成事業申請

書は２部提出してください。 

【助成事業募集期間】 

令和元年１２月１０日（火）から令和２年１月１７日（金）まで 

・ 下記の申請書等提出先に期間内に提出してください。 

・ 郵送で提出の場合は、募集期間最終日までの到着分を有効とします。 

・ 提出された書類は返却しません。 

 

７ 採  択 

(1) 審  査 
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提出された助成事業申請書等について、別途設置する「アサヒグループ商業コミュニティ助成

事業採択委員会」（以下「採択委員会」という。）が審査します。 

(2) 審査基準 

  採択委員会は、以下の審査基準により、事業を選定します。 

審査項目 審査基準 

事業目的 
○ 東日本大震災からの復興に寄与する事業であるか。 

○ 事業目的が助成区分の趣旨と合致しているか。 

実施計画 

○ これまでの主な活動内容等から、安定した事業実施が見込めるか。 

○ 事業実施内容が具体的であり実現可能な事業であるか。 

○ 支出内容は適正か、事業実施に必要ない経費が含まれていないか。 

効  果 

○ 地域コミュニティの維持・構築が期待できる事業であるか。 

○ 実施団体の利益のほか、より広い地域の利益となることが期待できる事業で

あるか。 

継続性・

発展性 

○ 内容を年々充実させていく計画であるか。新しい活動展開の可能性はある

か。 

○ 将来的な目標を持ち、助成終了後も事業を継続し、発展させることが期待で

きるか。 

(3) 審査結果の通知 

アサヒグループホールディングス株式会社及び福島県等による上記の審査を踏まえ、助成団体

及び助成額を決定し、令和２年３月上旬頃までに通知します。 

※ 令和元年度事業では、申請のあった３５件について外部有識者を含む審査を行い、【Ⅰ事業】

６件、【Ⅱ事業】９件の合計１５件を採択しました。 

 

８ 実績の確認 

(1) 助成金の交付決定を受けた団体による助成事業が完了した際は、事業完了の日から３０日以内

又は令和２年１１月１０日のいずれか早い期日までに助成事業実績報告書（様式４）及び助成事

業助成金請求書（精算払い）（様式６）を福島県に提出してください。 

期日までに提出がない場合は、助成金の交付ができなくなりますので、注意してください。 

(2) アサヒグループホールディングス株式会社及び福島県等による審査を踏まえ、当該団体に助成

金を交付します。 

 

９ 留意事項 

事業の実施に当たっては、次の点に留意してください。 
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(1) 本事業により取得した施設又は設備等若しくはイベント等ソフト事業のポスター・チラシ・看

板等に対し、アサヒグループの助成金を受けている旨を表示することについて、アサヒグループ

ホールディングス株式会社と協議を行うこと。 

(2) 飲食提供や景品配布等を伴う場合は、可能な範囲内でアサヒグループの商品を事業実施市町村

の販売店から購入し活用すること。 

(3) アサヒグループホールディングス株式会社が行う助成金交付セレモニー等の開催に協力するこ

と。 

 

10 その他 

交付要綱及び本要領に定めのない事項については、アサヒグループホールディングス株式会社が

福島県と協議のうえ別に定めることとします。 

 

主催 アサヒグループホールディングス株式会社 

共催 福島県 

《申請書等提出先》 

福島県 商業まちづくり課 

〒960-8670 福島県福島市杉妻町２－１６ 

電話０２４－５２１－７２９９ 

 


